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90年代は、日本の金融行政スタイルを、政府による規律（いわゆる護送船団方式）から、

市場による規律へと大きく転換した時期といえる。この新方式が機能する鍵の一つが、預

金者規律（depositor discipline)の有効性である。預金者が金融機関の健全性を的確に評価し、

金融機関の選別を行っていれば、経営に難のある金融機関に対しては高い預金金利を求め

たり、あるいは預金をより安全な金融機関に預け替えたりすることになり、それにより、

金融機関は経営健全化に努めるというメカニズムが働く。すなわち、預金者による規律付

けが、政府の監督・規制を一部代替・補完し、金融機関の健全経営を促す上で重要な役割

を担う。 

 日本の銀行に対する預金者規律の先行研究としては、都市銀行や地方銀行を対象とした

分析として Hosono (2003)、Tsuru（2002）が、中小金融機関（信金・信組）についての分析

としてMurata and Hori (2005) があり、全て規律の存在を示す結果を得ている。 

 本報告では、先行研究も踏まえつつ、業態別比較を行う観点から都銀、地銀、信金・信

組の財務諸表データを統合（合計 約 800 機関、92 年～2003 年のパネル・データ）し、検

証を行うとともに、預金者による預金需要の構造パラメータを試算した。 

業態別に考えると、預金者の大半が個人・小企業からなる信金・信組では、大企業比率

が高い銀行と比べ、預金者がいわゆる金融のプロではなく、健全性に対するレスポンスが

相対的に弱いことも考えられる。また、各預金者の個別金融機関における預金総額が相対

的に小額で預金保険の範囲内に含まれる比率が相対的に高いことから、預金規律が働きに

くいことが予想される。 

分析の結果、i)より健全性の低い金融機関では預金が相対的に流出したり預金金利が高く

なる傾向があること、ii)その効果は 90年代半ば以降高まり、2002年度に弱まったこと、iii)    

預金流出の効果は国際基準行で高く、ついで国内基準行、信金・信組の順に弱まること、

等が確認できた。また、推計結果から預金者による預金需要式の構造パラメータを計算す

ると、資本―資産比率が１％ポイント高まると預金を１％程度（国際基準行では２％強）

増加させる効果をもつことがわかった。 

 以上の結果から、預金者による金融機関規律は、十分機能しており、その効果は制度ス

キームの設計如何で高めうる性質のものであることが示された。 

 


